
財務書類の説明（全体会計）                               全体会計は、一般会計、国保特会、下水特会、介護特会、高齢特会、上水特会の合計となります。 

なお、下水特会は、令和２年４月に地方公営企業法が適用されるため、合算していません。 

（１）全体貸借対照表（Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ）  

 

      【参考】住民１人当たりの貸借対照表 人口 142,591 人（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

貸借対照表    

資産の部 負債の部 

1.固定資産 ２，７３９億円 1.固定負債 ５１３億円 

(1)事業用資産 ７２１億円 (1)地方債 ４０５億円 

(2)インフラ資産 １，９４１億円 (2)引当金 ２１億円 

(3)物品 １７億円 (3)その他 ８７億円 

(4)投資その他の資産 ６０億円   

  2.流動負債 ５８億円 

2.流動資産 ９３億円 (1)地方債（１年以内返済分） ４４億円 

(1)現金預金 ５６億円 (2)引当金 ５億円 

(2)基金 ２５億円 (3)その他 ８億円 

(3)その他 １２億円 負債合計 ５７１億円 

  純資産の部 

  純資産合計 ２，２６１億円 

資産合計 ２，８３２億円 負債及び純資産合計 ２，８３２億円 

貸借対照表とは、市の所有する資産と、その形成のために投資

された資金や借金がどのくらいあるのかを示したものです。 

【資産の部】 

市の所有する資産は、表の左側『資産の部』に記載されており、

その金額は２，８３２億円です。資産には、１年以内に資金化さ

れる流動資産と、それ以外の固定資産に分けられ、流動資産が９

３億円、固定資産が２，７３９億円あります。固定資産は更に、

庁舎や学校などの事業用資産７２１億円、道路や公園などのイン

フラ資産１，９４１億円、その他７７億円に分けられます。 

【負債の部】 

資産を形成するために調達した資金のうち、他人から調達した

金額が表の右側『負債の部』に記載されています。代表的なもの

は市の借金である『地方債』です。負債額は５７１億円あり、こ

の金額は将来の税収等から返済しなければならないことから『将

来世代の負担額』と言われています。 

【純資産の部】 

資産を形成するために調達した資金のうち、市税などの自己資

金により調達した金額が表の右側『純資産の部』に記載されてい

ます。純資産額は２，２６１億円あり、今までの住民の方々が形

成してきた分なので、返済の必要がありません。 

令和元年度末現在では、資産が２，８３２億円あり、うち他人

資本が５７１億円、自己資本が２，２６１億円だったことがわか

ります。なお、資産が負債を大きく上回っている（債務超過では

ない）ことから、財政の健全性は担保されていると言えます。 

資産 １９９万円 

負 債  ４０万円 

純資産 １５９万円 



（２）全体行政コスト計算書（Ｐｒｏｆｉｔ ａｎｄ Ｌｏｓｓ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。   【参考】住民１人当たりの行政コスト計算書 人口 142,591 人（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書  

経常費用 ７０５億円 

1.人にかかるコスト  

(1)人件費 ６９億円 

2.物にかかるコスト  

(1)物件費 １２３億円 

(2)減価償却費 ７７億円 

(3)維持補修費 ４億円 

3.移転支出的なコスト  

(1)補助金等 ３１５億円 

(2)社会保障給付 ９０億円 

(3)その他 １６億円 

4.その他のコスト  

(1)公債費（利払） ３億円 

(2)その他の業務費用 ８億円 

経常収益 ３８億円 

1.使用料及び手数料 ２３億円 

2.その他 １６億円 

純経常行政コスト ６６７億円 

行政コスト計算書とは、１年間に行政サービス提供にかけた

費用と、手数料などの収益を比較したものです。 

１．人にかかるコスト 

市の職員給与、議員報酬などが含まれています。 

２．物にかかるコスト 

(1)物件費等は、委託料や備品購入費（資産に計上されるもの

を除く）、光熱水費などです。 

(2)減価償却費は、固定資産の今年度費用額です。 

(3)維持補修費は、固定資産を維持するためにかけた費用です。 

３．移転支出的なコスト 

(1)補助金等は、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の

負担金や、各事業の補助金などです。 

(2)社会保障給付は、医療や年金、生活保護や老人福祉などの

社会保障関係費用です。 

４．その他のコスト 

(1)公債費(利払)は、地方債の利子です。 

 

経常費用        ４９万円 

経常収益         ３万円 

純経常行政コスト   ４７万円 



（３）全体純資産変動計算書（Ｎｅｔ Ｗｏｒｔｈ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】住民１人当たりの純資産変動計算書 人口 142,591 人（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書  

期首純資産残高 ２，３０１億円 

1.行政コスト △６６６億円 

2.財源 ６２３億円 

(1)税収等 ３６９億円 

(2)国県等補助金 ２５４億円 

3.その他 ３億円 

期末純資産残高 ２，２６１億円 

純資産変動計算書とは、１年間の純資産（貸借対照表の右

下の部分）の変動を表したものです。純資産が増えれば将来

世代に資産を残したことになり、純資産が減少すると、過去

から引き継いだ資産を取り崩したことになります。 

 

市の純資産は、１年間で４０億円減少しました。理由とし

ては、行政コスト（６６６億円）が、住民の方々の市税、国

や県からの補助金などの合計である財源（６２３億円）を上

回ったためです。 

期首純資産残高   １６１万円 

行政コスト       △４７万円 

財 源           ４４万円 

期末純資産残高   １５９万円 



（４）全体資金収支計算書（Ｃａｓｈ Ｆｌｏｗ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】住民１人当たりの資金収支計算書  人口 142,591人（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

資金収支計算書  

1.業務活動収支 ２２億円 

2.投資活動収支 △３０億円 

3.財務活動収支 ５億円 

本年度資金収支額 △３億円 

前年度末現金預金残高 ５８億円 

本年度末現金預金残高 ５６億円 

資金収支計算書は、１年間の市全体の現金の支出（歳出）

と収入（歳入）がどのような理由で生じたのかを活動別に表

したものです。 

１．業務活動収支 

市税や補助金などによる収入と、人件費、物件費、経費

といった行政コストや社会保障給付などの移転支出に係る

支出との収支を表します。 

令和元年度は、収入が支出を２２億円上回りました。 

２．投資活動収支 

固定資産や基金等を形成するための支出と、形成のため

の補助金収入や固定資産の売却、基金の取り崩しなどの収

入との収支を表します。 

令和元年度は、支出が収入を３０億円上回りました。 

３．財務活動収支 

行政活動に必要な公債発行等による資金調達と、公債償

還額との収支を主に表します。 

令和元年度は、収入が支出を５億円上回りました。 

 

市の１年間の収支は３億円の赤字となりました。業務活動

収支で設備投資や地方債償還を賄えなかったことになりま

す。また、公債に係る収支の影響を除いた収支及び基金の積

立てと取崩を除いた収支、これを基礎的財政収支（プライマ

リーバランス）と言いますが、この金額は１０億円の赤字と

なりました。 

業務活動収支           １万６千円 

投資活動収支          △２万１千円 

財務活動収支               ４千円 

本年度資金収支額          △２千円 

本年度末現金預金残高      ３万９千円 



財務書類の説明（連結会計）                連結会計は、全体会計に三郷市土地開発公社、三郷市文化振興公社、江戸川水防事務組合、東埼玉資源環境組合、 

埼玉県後期高齢者医療広域連合を加えたものになります。 

（１）連結貸借対照表（Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ） 

     

 【参考】住民１人当たりの貸借対照表 人口 142,591人（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

貸借対照表    

資産の部 負債の部 

1.固定資産 ２，８６１億円 1.固定負債 ５７８億円 

(1)事業用資産 ７７２億円 (1)地方債 ４３７億円 

(2)インフラ資産 １，９４１億円 (2)引当金 ５３億円 

(3)物品 ４２億円 (3)その他 ８７億円 

(4)投資その他の資産 １０７億円   

  2.流動負債 ６０億円 

2.流動資産 ９８億円 (1)地方債（１年以内返済分） ４６億円 

(1)現金預金 ６１億円 (2)引当金 ５億円 

(2)基金 ２５億円 (3)その他 ９億円 

(3)その他 １２億円 負債合計 ６３８億円 

  純資産の部 

  純資産合計 ２，３２１億円 

資産合計 ２，９５９億円 負債及び純資産合計 ２，９５９億円 

貸借対照表とは、市の所有する資産と、その形成のために投資さ

れた資金や借金がどのくらいあるのかを示したものです。 

【資産の部】 

市の所有する資産は、表の左側『資産の部』に記載されており、

その金額は２，９５９億円です。資産には、１年以内に資金化され

る流動資産と、それ以外の固定資産に分けられ、流動資産が９８億

円、固定資産が２，８６１億円あります。固定資産は更に、庁舎や

学校などの事業用資産７７２億円、道路や公園などのインフラ資産

１，９４１億円、その他１４９億円に分けられます。 

【負債の部】 

資産を形成するために調達した資金のうち、他人から調達した金

額が表の右側『負債の部』に記載されています。代表的なものは市

の借金である『地方債』です。負債額は６３８億円あり、この金額

は将来の税収等から返済しなければならないことから『将来世代の

負担額』と言われています。 

【純資産の部】 

資産を形成するために調達した資金のうち、市税などの自己資金

により調達した金額が表の右側『純資産の部』に記載されています。

純資産額は２，３２１億円あり、今までの住民の方々が形成してき

た分なので、返済の必要がありません。 

令和元年度末現在では、資産が２，９５９億円あり、うち他人資

本が６３８億円、自己資本が２，３２１億円だったことがわかりま

す。なお、資産が負債を大きく上回っている（債務超過ではない）

ことから、財政の健全性は担保されていると言えます。 

資産 ２０８万円 

負 債  ４５万円 

純資産 １６３万円 



（２）連結行政コスト計算書（Ｐｒｏｆｉｔ ａｎｄ Ｌｏｓｓ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。   【参考】住民１人当たりの行政コスト計算書 人口 142,591 人（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書  

経常費用 ８２８億円 

1.人にかかるコスト  

(1)人件費 ７３億円 

2.物にかかるコスト  

(1)物件費 １２８億円 

(2)減価償却費 ８０億円 

(3)維持補修費 ６億円 

3.移転支出的なコスト  

(1)補助金等 ２９５億円 

(2)社会保障給付 ２１７億円 

(3)その他 １６億円 

4.その他のコスト  

(1)公債費（利払） ３億円 

(2)その他の業務費用 ８億円 

経常収益 ４５億円 

1.使用料及び手数料 ２５億円 

2.その他 ２０億円 

純経常行政コスト ７８２億円 

行政コスト計算書とは、１年間に行政サービス提供にかけた

費用と、手数料などの収益を比較したものです。 

１．人にかかるコスト 

市の職員給与、議員報酬などが含まれています。 

２．物にかかるコスト 

(1)物件費等は、委託料や備品購入費（資産に計上されるもの

を除く）、光熱水費などです。 

(2)減価償却費は、固定資産の今年度費用額です。 

(3)維持補修費は、固定資産を維持するためにかけた費用です。 

３．移転支出的なコスト 

(1)補助金等は、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の

負担金や、各事業の補助金などです。 

(2)社会保障給付は、医療や年金、生活保護や老人福祉などの

社会保障関係費用です。 

４．その他のコスト 

(1)公債費(利払)は、地方債の利子です。 

 

経常費用        ５８万円 

経常収益         ３万円 

純経常行政コスト   ５５万円 



（３）連結純資産変動計算書（Ｎｅｔ Ｗｏｒｔｈ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】住民１人当たりの純資産変動計算書 人口 142,591 人（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

 

 

 

純資産変動計算書  

期首純資産残高 ２，３６２億円 

1.行政コスト △７８２億円 

2.財源 ７３７億円 

(1)税収等 ４３８億円 

(2)国県等補助金 ２９９億円 

3.その他 ４億円 

期末純資産残高 ２，３２１億円 

純資産変動計算書とは、１年間の純資産（貸借対照表の右

下の部分）の変動を表したものです。純資産が増えれば将来

世代に資産を残したことになり、純資産が減少すると、過去

から引き継いだ資産を取り崩したことになります。 

 

市の純資産は、１年間で４１億円減少しました。理由とし

ては、行政コスト（７８２億円）が、住民の方々の市税、国

や県からの補助金などの合計である財源（７３７億円）を上

回ったためです。 

期首純資産残高   １６６万円 

行政コスト       △５５万円 

財 源           ５２万円 

期末純資産残高   １６３万円 



（４）連結資金収支計算書（Ｃａｓｈ Ｆｌｏｗ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】住民１人当たりの資金収支計算書 人口 142,591 人（令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

資金収支計算書  

1.業務活動収支 ２３億円 

2.投資活動収支 △３１億円 

3.財務活動収支 ５億円 

本年度資金収支額 △３億円 

前年度末現金預金残高 ６３億円 

本年度末現金預金残高 ６１億円 

資金収支計算書は、１年間の市全体の現金の支出（歳出）

と収入（歳入）がどのような理由で生じたのかを活動別に表

したものです。 

１．業務活動収支 

市税や補助金などによる収入と、人件費、物件費、経費

といった行政コストや社会保障給付などの移転支出に係る

支出との収支を表します。 

令和元年度は、収入が支出を２３億円上回りました。 

２．投資活動収支 

固定資産や基金等を形成するための支出と、形成のため

の補助金収入や固定資産の売却、基金の取り崩しなどの収

入との収支を表します。 

令和元年度は、支出が収入を３１億円上回りました。 

３．財務活動収支 

行政活動に必要な公債発行等による資金調達と、公債償

還額との収支を主に表します。 

令和元年度は、収入が支出を５億円上回りました。 

 

市の１年間の収支は３億円の赤字となりました。業務活動

収支で設備投資や地方債償還を賄えなかったことになりま

す。また、公債に係る収支の影響を除いた収支及び基金の積

立と取崩を除いた収支、これを基礎的財政収支（プライマリ

ーバランス）と言いますが、この金額は１２億円の赤字とな

りました。 

 

業務活動収支             １万６千円 

投資活動収支           △２万２千円 

 
財務活動収支                ４千円 

本年度資金収支額           △２千円 

本年度末現金預金残高      ４万３千円 


